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Ⅰ．当行の金融仲介機能の取組体制について 
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１．第4次中期経営計画の取組と取り巻く環境変化 

 ●「取引先数の増加」に徹底的にこだわる営業推進 

 ● 人材育成・登用の強化等による「成長を支える活力ある組織」づくり 

 ●「対取引先」と「対地元地域」という2本柱による「地域活性化への貢献」 

 第4次中期経営計画（平成２７年４月～平成３０年３月） 主要テーマ 

  地元地域（和歌山・大阪）の特性に応じ、明確な地域別戦略のもとで成長速度を高める 

① 永続的に地域を支えるための経営効率向上    ③ 市場における企業評価・ブランド力の向上 

② 規模を利益につなげる営業推進強化       ④ 経営管理態勢の更なる強化 

 

 

＜主要戦略＞ 

●マイナス金利政策の導入 ●他金融機関との競合激化 ●地域金融機関の再編加速  

 地域における更なる「存在感の向上」と「収益力の強化」を両立し 

                地方銀行としての企業価値向上を目指す 

戦略分野に経営資源を集中させることで 

 取り巻く金融環境の変化 
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２．当行の持続可能なビジネスモデル 

事業の 

成長・発展 

当行 

地元地域 

地域経済の 

活性化 

収益力の 

強化 

地元企業 

事業性評価融資 

適正なリスクテイクを
可能とする審査体制の

人材育成 

和歌山・大阪各事業部長    
案件組成に関するサポー

ト 

ベンチマークを活用した
推進の動機づけ、ビジネ

スモデルの検証 整備、人材育成 関するサポート ビジネスモデルの検証 

 

推進の動機づけ、 等による案件組成に 

中小企業とのリレーション強化による 

地元企業に対する積極的なリスクテイク 

リレバンの展開 富裕層取引の展開 

 

総合収益拡大モデル 

本部サポート体制 ベンチマーク 

 ～「存在感の向上」と「収益力の強化」の両立に向け、持続可能なビジネスモデルを展開～ 
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共通ベンチマーク 

 □ 取引先企業の経営改善や成長力の強化   

1 
 当行がメインバンクとして取引を行っている企業のうち、経営指標（売上・営業利益率）の改善や就業者数の 
 増加が見られた先数、及び同先に対する融資残高の推移 

  

 □ 取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上   

2  当行が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況   

3  当行が関与した創業、第二創業の支援先数   

4  ライフステージ別の与信先数、及び融資残高   

 □ 担保・保証依存の融資姿勢からの転換   

5   当行が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数・融資残高、及び全与信先数・融資残高に占める割合   

３．当行が採用する金融仲介機能のベンチマーク（共通） 

持続可能なビジネスモデルを展開するにあたり、「金融仲介機能のベンチマーク」を活用し、 

  地域における更なる「存在感の向上」と「収益力の強化」に取り組む。   
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選択・独自ベンチマーク 

 □ 中小企業向け貸出の増強（営業基盤の拡充）   

1  全取引先数と地域の取引先数の推移 選択 

2  メイン取引先数の推移、及び全取引先数に占める割合 選択 

3  メイン取引先に対する融資残高の増加額 独自 

4  地元の中小企業与信先のうち、無担保与信先数、及び無担保融資残高の割合 選択 

 □ リレーションシップ・バンキングの展開   

5  リレバン提案先数・融資残高、及び全取引先数・融資残高に占める割合 選択 

6  創業支援先数、及び支援内容別件数 選択 

7  販路開拓支援を行った件数 選択 

8  Ｍ＆Ａ支援先数 選択 

9  事業承継支援先数 選択 

10  事業再生支援先における合実計画策定先数、及び同計画策定先のうち未達成先の割合 選択 

11  中小企業に対する経営人材・経営サポート人材・専門人材の紹介数 選択 

12  地元企業に対する当行からの人的支援数（出向者数） 独自 

13  ＲＥＶＩＣ、中小企業再生支援協議会の利用先数 選択 

14  取引先の本業支援に関連する中小企業支援策の活用を支援した先数（公的支援策を活用した先数） 選択 

 □ 本業支援に関する行員のレベルアップ  

15  取引先の本業支援に関連する研修等の実施回数、及び同研修等への参加者数 選択 

４．当行が採用する金融仲介機能のベンチマーク（選択・独自） 



経営サポート室 
（融資部） 

地域振興部 
 
 
 

○地方自治体 
○株式会社地域経済活性化支援機構  

（REVIC） 
○株式会社農林漁業成長産業化支援  

機構 
○その他公的機関 
○和歌山社会経済研究所 
○教育機関 
○国内・海外の金融機関 など 

○中小企業再生支援協議会 
○株式会社地域経済活性化支援機構

（REVIC） 
○ルネッサンスキャピタルグループ 

営業店 

資産運用推進担当 
（営業統括部） 

紀陽お城の前の
相談室 

【農林水産分野支援】 
 ・地元ブランド力を活かした販路開拓支援 
 ・「紀陽６次産業化ファンド」による支援 

【大規模災害対策支援】 
 ・ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 
 ・防災設備、資金面の支援 

【観光分野支援】 
 ・「わかやま地域活性化ファンド」による支援 
 ・ブッキング・ドットコムとの提携 
 ・古民家等の活用 

【経営改善・事業再生支援】 

 ・事業計画策定支援 

 ・在庫の評価・処分に関するサポート 

 ・組織再編に関するサポート 

【国内販路開拓支援】 
 ・商談会・展示会への出展サポート 
 ・行内取引先間や当行提携先とのビジネス 
  マッチング 

【海外進出・販路開拓支援】 
 ・「グローバル・サポート・デスク」による      

情報提供 
 ・海外商談会の開催  

【資産形成・相続関連業務の支援】 
 ・各種セミナーの開催 
 ・相続関連業務（信託業務）の紹介 

【医療・介護分野支援】 
 ・診療所開業や介護サービス進出の支援 
 ・産業調査レポートの発刊 

【人材採用支援】 
 ・当行からの人的支援 
 ・企業説明会の開催 

紀陽フィナンシャルグループ 
各社 
（紀陽リース・キャピタル株式会社他） 

一体 

紀陽銀行・紀陽フィナンシャルグループ各社だけでなく、各種公的機関や教育機関とも連携することで、

地域のお客さまに対して、より充実したサービスを提供してまいります。 

ピクシス 
営業室 

連携強化 連携強化 

地域活 
性化室 

産業調査室 

【創業支援】 
 ・公的機関と連携したセミナーの開催 
 ・紀陽イノベーションサポートプログラム 
 ・クラウドファンディングの活用 

【事業承継・Ｍ＆Ａ支援】 

 ・事業承継セミナーの開催 

 ・Ｍ＆Ａセミナーの開催 

 ・Ｍ＆Ａ（買収・売却）の仲介・助言 

【株式公開（ＩＰＯ）支援】 
 ・ＩＰＯセミナーの開催 

グローバル・サポート・デスク 
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５．地域経済活性化に向けてのサポート体制 
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Ⅱ．金融仲介機能の主な取組状況 
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１．ライフステージ別の与信先数、及び融資残高 

530  542  
2,287  2,423  

10,336  10,702  

355  415  

1,459  1,309  

28/3末 29/3末 28/3末 29/3末 28/3末 29/3末 28/3末 29/3末 28/3末 29/3末 

成 長 期 

  2,941先  

  2,423億円 

創 業 期 

 1,035先  

    542億円 

再 生 期 

 1,690先  

   1,309億円 

低 迷 期 

    521先  

    415億円 

安 定 期 

   8,391先  

 10,702億円 

年度末の融資残高推移（億円） 

【本業支援】 
 ・国内販路開拓支援、海外販路開拓・進出支援 
 ・企業支援アドバイザー 
 ・省エネ診断・工場診断サービス 
 ・紀陽ＩＴ導入支援コンソーシアム 
 ・リレーションシップ・ポータル  など 

【事業承継・Ｍ＆Ａ】 
 ・事業承継セミナー 
 ・Ｍ＆Ａセミナー  など 

【再生支援】 
 ・中小企業再生支援協議会や事業再生ファン 
  ドの活用  など 

【共通ベンチマーク №4】 ライフステージ別の与信先数、及び融資残高 

【創業・新事業支援】 
 ・創業支援セミナー 
 ・紀陽イノベーションサ  
  ポートプログラム 

 ・クラウドファンディン  
  グ  など 

29/3末 

全与信先 

  19,546先 

  20,402億円 

【事業性評価】 ・株式会社地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）の活用  など                                            

ライフステージ 

与信先数 

融資残高 

ライフステージ
別の支援内容 
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２．メイン取引先数の推移 

【選択・独自ベンチマーク №２】 メイン取引先数の推移 

  28/3末 29/3末 

合計 合計 
うち和歌山 うち大阪 うち和歌山 うち大阪 うち年商 

1億円以上 
うち年商 
1億円以上 

うち年商 
1億円以上 

うち年商 
1億円以上 

 メイン取引先数 
 の推移 

11,663先 11,487先 
6,851先 4,812先 6,636先 4,851先 

2,127先 2,094先 2,101先 2,184先 

【選択・独自ベンチマーク №３】 メイン取引先に対する融資残高の増加額 

  28/3末 29/3末 

合計 合計 
うち和歌山 うち大阪 うち和歌山 うち大阪 うち年商 

1億円以上 
うち年商 
1億円以上 

うち年商 
1億円以上 

うち年商 
1億円以上 

 メイン取引先に  
 対する融資残高 
 の増加額 

165億円 325億円 
17億円 147億円 88億円 237億円 

▲32億円 144億円 20億円 228億円 

独自 



3,354  3,374  

3,600  

9,536  9,520  9,520  

2,127  2,101  2,100  

2,000

3,000

4,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

28/3末 29/3末 30/3末(見込) 

（億円） （先数） 

メイン取引先(年商1億円以上先)に対する融資残高 

取引先数 

メイン取引先数(年商1億円以上先) 

＋20億円 
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和歌山県内の取引先数の推移 大阪府内の取引先数の推移  

※五条支店（奈良）は和歌山エリア、高田支店（奈良）は大阪エリアとして算出。 

■和歌山県内企業のメーンバンク実態調査 

和歌山県内企業のメーンバンク実態
調査によると、全体の6割超のシェア
を占めている。 

※出典：帝国データバンクのメーンバンク調査（2016年） 

2,618  

2,846  

3,200  

9,459  
9,860  

10,261  

2,094  
2,184  2,500  

1,000

2,000

3,000

4,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

28/3末 29/3末 30/3末(見込) 

（億円） 
（先数） 

メイン取引先(年商1億円以上先)に対する融資残高 

取引先数 

メイン取引先数(年商1億円以上先） 

＋228億円 引き続き、メイン取引先
数およびメイン取引先に
対する融資残高の増加に
注力する。       

取引先およびメイン取引先
数は横這推移の見込だが、
メイン取引先に対する融資
残高の増加に注力する。       

■大阪府下メーンバンク調査（大阪南地区） 

大阪府下メーンバンク調査によると、
大阪府以外に本店を置く金融機関（メ
ガバンク除く）では第1位のシェア。 

２．メイン取引先数の推移 

＜ご参考＞ 
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３．創業・新事業支援の取組 

【共通ベンチマーク №３】    当行が関与した創業、第二創業の支援件数 
【選択・独自ベンチマーク №６】 創業支援先数、及び支援内容別件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （※1）第二創業支援先数は、平成30年3月期実績より掲載予定。 
  （※2）支援内容別件数の各項目については、重複あり。 

28/3期 29/3期 

和歌山 大阪 合計 和歌山 大阪 合計 

 創業支援先数 53先 57先 110先 93先 47先 140先 

 第二創業支援先(※1) ー ー ー ー ー ー 

支援内容別件数(※2) 28/3期 29/3期 

 創業計画の策定支援 ー 43件 

 創業期の取引先への融資 
 プロパー ー   8件 

 信用保証付  ー 97件 

 政府系金融機関や創業支援機関の紹介 ー   5件 

 ベンチャー企業への助成金・融資・投資 ー 13件 

創業支援セミナー 

 「創業支援セミナーｉｎわかやま」 
 ・実行委員会の一員として和歌山県内でセミナーを開催。  
 ・平成２８年１０月、平成２９年２月参加者：延べ約１３０名 

 「わかやまスタートアップ創出事業」(※) 

 ・協力機関としてセミナーを共催。 
 ・平成２８年６月参加者：延べ約２００名  

(※)「わかやまスタートアップ創出事業」：            
和歌山県内の経済全体の活性化や産業の担い手の裾野拡張のため、
創業者や既存企業の新事業展開を支援する和歌山県の施策。 



紀陽イノベーションサポートプログラム 
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３．創業・新事業支援の取組 

 事例 パワーアシストインターナショナル株式会社 

＜事業内容＞                                
平成２７年３月、和歌山大学の産学官連携・研究支援センター内に和歌山大学
発の認定ベンチャーとして同社を設立。服のように着用して農作業を軽減する
装着型ロボット「農業用パワーアシストスーツ」の実用化に向け、研究開発を
進めている。 

・法人設立以前より事業立上げに向けたミーティングに参加し、事業計画策定
をサポート。事業化に向けたプロモーションの手立てとして、当行が提供す
るテレビの情報番組内の地元企業紹介コーナーへ出演。 

・和歌山県先駆的産業技術開発支援補助金を紹介し、採択される。 

＜主な支援内容＞ 

 目的  ：平成２７年度より新たな事業展開を目指す
  事業者支援の取り組みの一つとして実施 

 対象者 ：大学や研究機関と共同開発を行っている事
  業者 

 評価  ：研究開発テーマを募集し「革新性」「市場
  性」「実現可能性」等を総合的に評価 

 支援内容：①サポートプログラムの策定              
○○○○○②研究成果、研究ステージに応じた適切     
    なサポートの実施                          
○○○○○③研究奨励金の支給                                                           
○○○  （１テーマあたり累計５０～３００万円） 

【平成２８年度実績】 

 応募企業：１７社 採択企業：５社（和歌山県２社、大阪府３社）  

＜スキーム図＞ 

・超臨界二酸化炭素を用いるポリエステル及びポリプロピレン用染料の開発 

・量産型パワーアシストスーツの研究開発   

・小規模蒸気ロータリーエンジン用摺動部素材の実用化開発 

＜研究開発テーマ一例＞  
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 ２種類のクラウドファンディング(※)の紹介業務を取扱い。 

  投資型：大口の資金ニーズや長期に渡る事業での活用に有効。 

  購入型：初期費用が不要で、販路拡大等のマーケティングに  
  有効。  

 特徴 
 ・一般消費者の反応を知るテストマーケティングに利用可能。 
 ・コストのかからない広告宣伝として利用可能。 
 ・インターネット等を通じた情報発信で知名度も全国的に拡大。 

 和歌山県・和歌山市の「クラウドファンディング活用支援事
業」に連携金融機関として参画。 

クラウドファンディング 

    ～和歌山紀州高下水産「海の幸絶品ファンド」~ 

 
事例 投資型クラウドファンディング   

目標金額に即達成 

＜概要＞                        
劣化を防ぎながら魚本来のうまみを凝縮させて仕上げる
紀州備長炭製法で鮮度の高い干物を製造・販売。         
販売設備の拡充や対面販売を強化するための資金調達と
してクラウドファンディングを活用。 

＜ポイント＞                      
和歌山県及び和歌山市クラウドファンディング活用支援
事業の支援対象に決定。 

＜投資型クラウドファンディング スキーム図＞ 

(※)「クラウドファンディング」：インターネットを介して個人から少額の資金    
     を調達する仕組み。 

３．創業・新事業支援の取組 
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【選択・独自ベンチマーク №７】 販路開拓支援を行った件数 

28/3期 29/3期 

紹介件数 
紹介先区分 

紹介件数 
紹介先区分 

国内 海外 国内 海外 

 販路開拓支援を行った件数 249件 241件 8件 258件 248件 10件 

国内販路開拓支援 

 ・平成２８年１１月、東京で開催。 
 ・取引先１９社（うち和歌山県内企業１８社）が出展。 
  【実績】 
   情報交換１，７１９件、成約件数２７件、継続商談３１８件 

業界 主な商談先 

 梅干・梅加工（6社）  百貨店、商社、食品卸  等 

 果物・果物加工（3社）  百貨店、カタログギフト取扱業者、食品卸 等 

 水産加工（3社）  百貨店、飲食業、通販業者、福祉施設 等 

 菓子（2社）  ホテル、卸問屋、食品スーパーなどの小売店 等 

 その他（5社）  商社、食品スーパー、ホテル、卸売業者 等 

４．本業支援の取組 

 食に関する大規模商談会「地方銀行フードセレクション」や異業種間の交流会等を毎年開催。 

 
事例 地方銀行フードセレクション   
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 海外進出に関するサポート窓口として、「グローバルサポートデスク」を
設置。海外現地市場の情報提供、海外販売ルートやパートナー企業を紹介。 

 海外向けファイナンス                       
国際協力銀行（JBIC）との提携により、取引先の現地法人に国内から直接
融資する「クロスボーダーローン」を取扱い。 

 グローバル人材のご紹介 

 【平成２８年度実績】 
  ・外部専門家等の連携先数       ：１２５機関 
  ・海外進出相談受付社数        ：１６２社 
  ・海外ビジネス個別相談会       ：１６社参加 
  ・ＦＢＣ上海２０１６ ものづくり商談会  ：４社参加 

海外販路開拓・進出支援 

 事例 海外進出支援現地ネットワーク紹介事例 

  ＜事業内容＞ 
 ホームセンターの展開。 

• Ｂ社（大阪府）がベトナム・ホーチミンにて店舗
展開を行なうなか、現地での日本人ネットワーク
構築ニーズの情報を取得。 

• 邦銀現地支店とジェトロへの当行派遣研修生２名
と連携し、ホーチミンの日本総領事館、日本商工
会、ジェトロ事務所を紹介。 

＜概要＞ 

４．本業支援の取組 

 事例 海外販路開拓支援事例 

 ＜事業内容＞ 
 焼き鮎の販売。 

• Ａ社（和歌山県）が地方銀行フードセレクション    
に参加した際、海外進出を希望している旨の情報
を得る。 

• ジャパン・ビジネス・ポータル（ＪＢＰ）と連携    
し、シンガポールの卸売業者を紹介。 

• また、海外進出に際して和歌山市の「販路開拓支
援事業補助金」を案内、交付決定に至る。   

＜概要＞ 
 大手メーカー等に在籍していた高い専門性を有する人材を「企業支援アドバイザー」として配置。 

 取引先が有する技術への理解を深めることで、製造業に対する支援を強化。 

 現在３名の企業支援アドバイザーが活躍中。                              

企業支援アドバイザー 

  
 ・現場の改善相談（動線分析、レイアウト、在庫管理） 
 ・補助金申請支援 
 ・新製品開発支援 
 ・製造コスト低減、設備導入相談 
 ・知的財産権に関するアドバイス など 

【平成２８年度の主な活動内容】 

課題 提案内容 

 工場運営の効率化 
 複数回の工場見学と意見交換により、整理整頓や工場の安全性についての問題点を指摘。客観的な視点
から課題を洗い出すことの有効性を説明し、改善策を提案。 

 営業力強化 
 製造部門の効率化提案と併せて、営業力強化に関する従業員向け勉強会などのコンサルティングを  
実施。 

 販売先紹介 
 売上の約８割が取引先１社に集中し、新たな販売先の開拓を必要としていた取引先に対して、外部連携
機関の発注案件からマッチングする企業を紹介し、成約に至る。 

 事例 企業支援アドバイザーの提案事例 
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４．本業支援の取組 

 平成２９年６月、「紀陽ＩＴ導入支援コンソーシアム」を設立。 

 ＩＴツール（ソフトウェア、サービス等）による取引先の生産性向上を目的に、日本ユニシス株式会社、 
紀陽情報システム株式会社（当行の関連会社）と提携。 

 経済産業省の２０１６年度２次補正予算事業である「サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業」における
「ＩＴ導入支援事業者」（幹事会社：当行）に、関西の金融機関として初めて採択される。 

 本コンソーシアムの設立により、三社一体となって取引先の多様なニーズを的確に捉え、適正なＩＴツール
の案内・導入支援を行い、取引先の成長支援、更には地域経済の活性化を目指す。 

紀陽ＩＴ導入支援コンソーシアム 

保育業支援クラウドサービス「ChiReaff Space®」            
(開発元：日本ユニシス株式会社) 

保育士によるこどもの成長記録の作成（顧客管理機能）、４万人の成長データ
に基づく成長段階に適した指導計画の立案（業務計画策定機能）を簡素化、こ
どもの出欠状況や時間管理、保育士間の伝達事項の共有（コミュニケーション
機能）などをサポートするクラウドサービス。 

外国人観光客向け接客支援ナビゲーションシステム「WaviSaviNavi®」  
(開発元：日本ユニシス株式会社) 

スマートフォンでアプリを利用することにより、飲食店と外国人観光客とのコ
ミュニケーションを円滑化する多言語接客サービス。多言語に対応したオー
ダーシートによる注文が可能となり、従業員の業務効率化に寄与する。 

グループウェアシステム「SiCS」(開発元：紀陽情報システム株式会社) 

会議室や公用車・共有機器などの予約状況を一元管理できる施設予約機能や、
同課・同班メンバーおよび会議室のスケジュールをリアルタイムで共有できる
スケジュール機能、その他掲示板機能などを保有するグループウエアシステム。 

＜主なツール＞ ＜スキーム図＞ 

日本ユニシス
紀陽情報システム

当行

取引先

サービスご案内

サービスご照会

サービスご提供

取次ぎ
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リレーションシップ・ポータル（ＲＰ） 

 取引先を取り巻くサプライチェーンを商流図として「見える化」し、散在している情報を一元的に閲覧する
ことが可能となるシステム。 

 外部調査機関の商流データに、行内に蓄積された取引先の情報を加えて表示。 

 当行の関連会社である紀陽情報システム株式会社が開発。現在、特許出願中。 

 

①営業活動の効率化・・情報の一元的な閲覧により、営業活動における利用頻度の高い            
      データの迅速な入手が可能となる。 

②顧客紹介活動・・・・新規営業に係る紹介活動やビジネスマッチング等への寄与が期
      待できる。 

③人材育成・・・・・・サプライチェーンを「面」で捉え、商流を深く理解することが   
      でき、担当者の目利き力等の向上に繋がる。 

４．本業支援の取組 

【導入により期待される効果】 

【他行提供について】 

・平成29年6月、秋田銀行へ       

 のＲＰ提供を公表。 
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合同企業説明会の開催により、中小企業にとって重要な経営課題の一つである人材
の確保についてサポート。 

平成２８年度は近畿大学生物理工学部、和歌山大学、桃山学院大学、和歌山工業高
等専門学校の学生向け合同企業説明会を実施。延べ８６社の取引先企業が参加。 

連携先 時期 企業数 当行紹介企業数 

近畿大学生物理工学部 平成28年  6月 19社 19社（和歌山13、大阪  6） 

和歌山大学 平成28年  7月 48社 14社（和歌山  8、大阪  6） 

桃山学院大学 平成28年10月 12社   7社（和歌山  1、大阪  6） 

和歌山工業高等専門学校 平成29年  3月 46社 46社（和歌山34、大阪12） 

＜説明会の様子＞ 

地元企業に対する当行からの人的支援数 

【選択・独自ベンチマーク №１２】 地元企業に対する当行からの人的支援数（出向者数） 

28/3期 29/3期 
和歌山 大阪 和歌山 大阪 

 人的支援数（出向者数） 9人 9人 0人 13人 9人 4人 

取引先の経営課題等の解決に向け行員が出向し、当行と連携強化を図りながら積極的に経営に関与すること
で、様々なサポートの実現や早期の課題解決を目指す。 

合同企業説明会の開催による人材採用支援 

４．本業支援の取組 

独自 
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５．事業承継・Ｍ＆Ａに対する取組 

【選択・独自ベンチマーク №９】 事業承継支援先数 
 
 
 
 
 （※）28/3期の事業承継支援先数は、事業承継アンケート実施先209先を加えると655先となる。 

【選択・独自ベンチマーク №８】 M&A支援先数 

 28/3期 29/3期 

 M&A支援先数       83先 114先 

28/3期（※） 29/3期 

 事業承継支援先数      446先 360先 

事業承継 

 事業承継のポイントについて情報提供を行い、
個別相談や啓発を目的に、定期的にセミナーを
開催。 

 平成２８年度は和歌山市・堺市で開催し、延べ
７１名が参加。 

  
Ｍ＆Ａ 

【平成２８年度事業承継セミナーテーマ】 
（和歌山）「事業承継の現状と重要性」 
（堺）  「Ｍ＆Ａによる事業承継と 
      次世代につなぐ会社承継」 

 後継者不在や先行き不安、事業の拡大など取引
先が抱える課題の解決に向け、当行業務提携先
が主催する「経営者のためのＭ＆Ａセミナー」
を案内。 

 平成２８年度は売買ニーズのある２６０先に対
しＭ＆Ａ提案を実施し、具体的なサポートを実
施・検討に至ったＭ＆Ａ支援先数は１１４先。
うち、後継者問題を抱える３先のＭ＆Ａが成立。 

【平成２８年度Ｍ＆Ａセミナーテーマ】 
（主催：株式会社日本Ｍ＆Ａセンター） 
 「友好的Ｍ＆Ａによる企業譲渡の体験  
  発表」 
 「中小企業Ｍ＆Ａ 成功のノウハウ」 



 事業性評価に基づく融資取組など、取引先との対話を通じて得
た情報の蓄積・整理・分析による最適な支援策の提供により、
取引先の発展や経営課題の解決に努める。 

 

 株式会社地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）との特定専門
家派遣に関する契約を活用し、専門的なノウハウを有する特定
専門家からの助言により、事業性評価を通じたコンサルティン
グ機能の一層の強化に努める。 

６．事業性評価の取組  

（※）「特定専門家派遣」：金融機関に対し、REVICが専門的なノウハウを持った
  人材を派遣し、取引先の成長性・収益性などの事業性
  評価を行う場合やソリューション提案の作成を行う場
  合に助言等を行い、地域経済活性化の促進を図る取組。 
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事業性評価 

【共通ベンチマーク№５】 当行が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数・融資残高、及び全与信先数・融資残高に 
             占める割合 

28/3末 29/3末 

与信先数 融資残高 与信先数 融資残高 

 事業性評価に基づく融資を行っている与信先数、及び融資残高  414先 2,819億円 600先 3,365億円 

 上記計数の全与信先数、及び全与信先の融資残高に占める割合  2.2% 14.3% 3.1% 16.5% 

【選択・独自ベンチマーク №１５】 取引先の本業支援に関連する研修等の実施回数、及び同研修等への参加者数 
 
 
 
 
 
 （※）29/3期よりＲＥＶＩＣの派遣講師による事業性評価の勉強会を開催：実施回数7回、参加者数455人 

28/3期 29/3期（※） 

研修実施回数 参加者数 研修実施回数 参加者数 

 研修等の実施回数、及び同研修等への参加者数 58回 485人 43回 911人 

＜イメージ図＞ 
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６．事業性評価の取組  

 事例 事業性評価による資金繰り改善 

 ＜取引先概要＞ 

   取引先Ｓ社は、昭和６０年創業の産業用機械部品製造加工業。 

 ＜ポイント＞ 

  ・事業性評価を通じて取引先の事業内容や強みを深く理解し、潜在的ニーズに則した提案を実施したことが、融資成約な 

   らびに当行の完全メイン化へとつながった。 

融資部の支援機能強化 

 平成２７年４月、融資部大阪分室を設置し、迅速な案件審査体制を構築。 

 平成２９年４月、本部集中化による経営改善支援先への積極的な関与および融資人材の育成等に向け、融資
部への人員再配置を実施。 

 融資部による地区別案件相談会の開催や、営業店からの事前相談に対して積極的に対応。 

 【平成２８年度実績】総受付件数：３，７１２件（うち大阪：２，８３９件） 

           実行件数 ：２，３０６件（うち大阪：１，８７１件） 

 ＜経営課題・解決策＞ 

  ・Ｓ社は当行のほか、金融機関２行と融資取引あり。年間の借入金返済額がキャッシュフローを上回っており、毎年財務  
   資金を調達。（調達できなければ、資金ショートするという潜在的な不安あり。） 

  ・同社への事業性評価を通じて、同社の金属加工技術が高く、安定的に大手企業からの受注を見込めることから、財務資 
   金調達の不安を取り除くことにより業績改善の可能性が高いと判断。 

  ・借入金を当行１行に集約し、計画的に借入金を圧縮できるスキーム（正常な運転資金に対応する手形貸付の取組、長期 
   借入金の組替）を提案し、取組に至る。 
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Ⅲ．地域活性化支援の主な取組状況 
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 平成２８年６月より「紀陽ＣＳＲ私募債」を取扱い。 

 私募債発行企業から受け取る手数料の一部（発行額の0.20％相当
額）を拠出し、地域の学校や医療・福祉施設、環境保全や文化財
の保護団体等へ寄贈を実施。 

 私募債発行企業は、自社の信用力の向上に加え、寄贈先・寄贈品
の選定により、当行と共同で地域への社会貢献活動を実施。 

 【平成２８年度実績：受託件数１００件、受託総額８８億円】 

紀陽ＣＳＲ私募債 

  事例 寄贈内容のご紹介  
事例 寄贈内容 

1 和歌山大学国際交流課へ留学生企業見学会費用を寄附。 

2 和歌山市立新南小学校へ4Ｋ液晶テレビを寄贈。 

3 
新宮市立図書館、新宮市立熊野川小学校、三重県立木本高等学校ＪＲＣ部、
太地町立太地小学校へ図書カードを寄贈。 

4 那智勝浦町立温泉病院へパンフレットスタンドを寄贈。 

5 有田市立宮原小学校へポータブルアンプを寄贈。 

6 公益財団法人和歌山県緑化推進会「世界遺産の森林を守ろう基金」に寄附。 

7 社会福祉法人熊野緑会へロボット型掃除機および布団掃除機を寄贈。 

8 みなべ町立上南部小学校へ防犯カメラおよび図書を寄贈。 

9 和歌山市立広瀬小学校へ大型液晶モニターを寄贈。 

10 大阪市立弁天小学校へワンタッチ式テントを寄贈。 

事例 寄贈内容 

11 吹田市立こども発達支援センターへ運動用保護マットを寄贈。 

12 
和歌山県立紀北工業高等学校へ小型二足歩行ロボット（作成キット）を
寄贈。 

13 社会福祉法人泉大津市社会福祉協議会へ車いすを寄贈。 

14 岬町立岬中学校へポータブルワイヤレスアンプを寄贈。 

15 大阪府立布施高等学校へ学校図書一式を寄贈。 

16 忠岡ボーイズへピッチングマシーンを寄贈。 

17 
大阪市西淀川消防署へ防火等啓発用動画作成のための映像編集機器一式
を寄贈。 

18 日本聴覚障害者建築協会へプロジェクター等を寄贈。 

19 大阪府立光陽支援学校へユニバーサルフレーム用ベルトを寄贈。 

20 
尾鷲市立尾鷲小学校、宮之上小学校、向井小学校、矢浜小学校へ図書
カードを寄贈。 ※本ページでは、当行ホームページに掲載の寄贈事例の一部を紹介しております。 

 地域活性化支援の取組 
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（※1）～（※20）のお取引先さまについては、前ページにて寄贈内容をご紹介させていただいております。  

（敬称略、所在地別、五十音順）

アクロナイネン株式会社（※1） 株式会社有田川 石垣工業株式会社 株式会社伊藤組 株式会社稲垣商事

株式会社イブバイオサイエンス 株式会社裏地工務店 株式会社尾花組 株式会社カキウチ 川本化成株式会社

貴志川工業株式会社（※2） 株式会社キナン（※3） 有限会社紀南石油販売所（※4） 紀伊国屋工業株式会社（※5） 株式会社清本組

有限会社近畿紀の国建産
（※6） 株式会社興栄ケミカル工業所 有限会社国辰商事 剤盛堂薬品株式会社 株式会社酒直

株式会社三共洋紙店 有限会社サンフィールド 三和建設株式会社（※7） 株式会社重岡 株式会社進藤建設

株式会社新家板金工作所 伸和電設株式会社 株式会社大黒ヘルスケアサービス 大揚興業株式会社 大洋鋳造株式会社

妙中パイル織物株式会社 谷上社寺工業株式会社 株式会社釣谷商店 東亜化学工業株式会社 東宝建設株式会社

有限会社中家管工業 株式会社中山建設 南紀梅干株式会社（※8） 株式会社南北 日商有田株式会社

株式会社浜田屋 バンドー設備工業株式会社 阪和電子工業株式会社 稗田化学工業株式会社 株式会社日野技研

日の丸観光バス株式会社 株式会社双美商会 株式会社古部組 細田産業株式会社
（※9） 株式会社まえだ住宅設備

株式会社松原建設工業 丸長水産株式会社 明光電機株式会社 株式会社明和製作所 株式会社ヤナック

株式会社山本進重郎商店 和歌山米穀株式会社 株式会社和通

株式会社アイ・エム・シー・エイ（※10） 株式会社アカナスホールディングス（※11） アキスチール株式会社 アトラック株式会社（※12） 株式会社イーステック

株式会社医療情報システム 株式会社植田建設 株式会社ＳＴＧ 大阪運輸倉庫株式会社 株式会社カノー

関西クリアセンター株式会社
（※13） 近畿用品製造株式会社 株式会社興徳クリーナー 佐伯工業株式会社

（※14） 坂本造機株式会社

株式会社サンクレスト（※15） 三晃電気工業株式会社 三進金属工業株式会社（※16） 株式会社シード シール栄登株式会社（※17）

株式会社ＪＦＣ 株式会社シティーヒル 株式会社ゼンショク 大紀工業株式会社 株式会社タイコーハウジングコア

大末建設株式会社 （※18）
株式会社樽井鉄工所 テレニシ株式会社 東洋ツール工業株式会社 浪速建設株式会社

株式会社南海興業 株式会社新名工務店 株式会社西田製綱所 株式会社ネキスト 丸三住宅株式会社

宮地運送株式会社 株式会社メディブレーン 株式会社ヤマグチ ヨドヤ包装株式会社
（※19） 米田薬品株式会社

　奈良県（1先） 　三重県（1先）

株式会社井上地所 尾鷲物産株式会社（※20）

　和歌山県（58先）

　大阪府（40先）

 地域活性化支援の取組 
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 平成２８年観光客動態調査において、和歌山県内への観光入込客総数は約３，４８７万人と史上最高を更新
し、外国人宿泊者数は史上初の５０万人超を達成。 

 平成２９年５月、世界最大のオンライン宿泊サイトを運営するブッキング･ドットコム・ジャパン株式会社(※) 

と業務提携を開始。                                       
（※）「ブッキング・ドットコム・ジャパン株式会社」：宿泊施設オンライン予約の世界的なリーダー企業である         

       Ｂｏｏｋｉｎｇ．ＣｏｍＢ．Ｖ．（オランダ）の日本支社。                         

 宿泊施設の魅力を世界中の旅行者向けに発信することにより、インバウンド需要を当行営業エリアに取り込
み、地域観光事業の活性化に貢献。 

 平成２９年６月末までの２か月間で、１９宿泊施設（延べ３６２室）がブッキング・ドットコムと成約。 

135  
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県内外国人宿泊者数推移 

台風12号、 
紀伊半島豪雨 

 地域活性化支援の取組 

国内・海外旅行者

ブッキング・ドットコム

⑤宿泊代金の12％を利

用手数料として支払

②宿泊予約サイトに

部屋を登録（無料）
①紹介

和歌山県下と大阪南部の宿泊施設事業者

（旅館、ホテル、町家、民泊など）

④旅行者が宿泊・

宿泊代金支払

③旅行者が宿泊予約

サイトで予約

誘客

当行

ブッキング・ドットコムとの提携スキーム 

ブッキング・ドットコムとの業務提携 



 平成２８年８月、古民家等を活用した地域活性化の促進を目的に一般社団法人ノオト(※)と「歴史的建築物
活用に係る包括連携協力に関する協定」を締結。 

  （※）「一般社団法人ノオト」：「まち・ひと・しごと創生基本方針2016」において先進的な取組みを手がけている事業者として評価を  

      受け、兵庫県篠山市を中心にこれまでに７０棟以上の古民家等の活用に取り組んだ実績を有する。 

 平成２８年１０月～１２月にかけて『わかやま古民家活用セミナー』、『わかやま古民家活用ワークショッ
プ』を開催。地公体担当者、事業者、物件所有者など、延べ１７１名が参加。 

 平成２９年６月、和歌山県湯浅町・ノオト・当行の三者による包括連携協定を締結。翌７月には、和歌山県
有田市とも三者による包括連携協定を締結。（地方公共団体・ノオト・金融機関の三者間協定は西日本初） 
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＜串本町＞ 

 地域活性化支援の取組 

＜湯浅町＞ 

複数の古民家を宿泊施設・飲食施設等とし

て活用し、地域の魅力・回遊性の向上と観

光客受入れ態勢整備につなげていく。 

＜古民家活用による効果＞ 

地域経済の好循環 

外部資金流入 

売上増 

所得増 雇用増 

観光客増加 

＜ノオトによる古民家活用事例＞ 

古民家等の活用支援 

＜協定締結式の様子＞ 



 地域の農林水産分野の成長を支援するため、株
式会社農林漁業成長産業化支援機構（Ａ－ＦＩ
ＶＥ）と連携し、総額１０億円のファンドを平
成２６年１月組成。地域の６次産業化の取組を
支援。 

【第１号案件】 
和歌山県新宮市にて、海外輸出向
けの養殖ブリ加工事業者に出資い
たしました。現在、当行のサポー
トの下、国内外の販路拡大を進め
ています。代表者には近畿大学の
教授が就任し、事業推進を行って
います。 

 地域活性化支援の取組 

 観光振興の一環として、株式会社地域経済活性
化支援機構（ＲＥＶＩＣ）と連携し、総額１０
億円のファンドを平成２６年１月組成。地域資
源を活用した取組を支援。 

＜両ファンドの支援内容＞ 

【第１号案件】 
和歌山県和歌山市の加太地区にお
いて、自治会が出資するまちづく
り会社に対して出資を行いまし
た。 
当行とＲＥＶＩＣが連携し、法人
設立以前から支援を行い、地域と
の協働体制を築いています。 
現在、地域資源を活用した観光振
興、地域ブランド確立、水産物の
販路拡大等の支援を行っていま
す。 

 ハンズオン支援：出資等の資金供与、事業戦略の策定、マーケティング、地域ブランド確立、専門家紹介 
         等の支援を行う。 
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紀陽６次産業化ファンド わかやま地域活性化ファンド 

 事例 わかやま地域活性化ファンド 
   ～株式会社三楽荘への耐震改修ならびに付加価値向上支援～ 

• 平成２８年１０月、株式会社三楽荘（和歌山県白浜町）の耐震改修・８階フロア
改装工事資金を「わかやま地域活性化ファンド」にて取組。 

• 平成２８年１１月以降、ＲＥＶＩＣ及び当行により、経営面や財務面などホテル
運営に関する助言等を実施。 

• 平成２９年３月８日、耐震改修工事完了ならびに新たに８階フロア（１２室）に
露天風呂付客室を増設し、リニューアルオープン。オープン後の集客状況は、順
調に推移。今後もＲＥＶＩＣとの連携により、同社の支援を継続。 

 

                         【写真出典：同社ホームページ】 
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【発信レポート】 

発刊時期 内容 

平成28年9月  石油業界の動行 

平成28年12月・平成29年1月  アグリ・フード業界レポート（基礎編・実践編）  

平成29年1月  スーパー業界レポート（上記の別冊） 

平成29年2月  ショートレポート「地域医療構想について」 

平成29年2月・3月  医療業界レポート（基礎編・実践編） 

平成29年5月  観光業界レポート 

平成２７年４月、地域振興部内に産業調査室を設置し、当行の営業エリアにおける経済動向調査や取引先 
企業の業界情報の収集、地域産業の調査等を実施。 

 地域活性化支援の取組 

営業エリアにおける主要産業について調査を実施し、業界の最新動向をレポートとして発信。 

テレビ和歌山の情報番組「５チャンＤＯ！」にて、当行がスポンサーである企業紹介コーナー枠を利用
し、和歌山県内企業のＰＲを実施。地域の中核企業や注目企業などが毎月２社出演し、これまでの出演 
企業総数は１１２社（平成２９年６月末時点）。 

平成２８年度は、アグリ・フード業界の企業を中心に２２社が出演。 

「地域振興部 産業調査室」の活動 

＜レポートの発信＞ 

＜和歌山県内企業のＰＲ支援＞ 



Ⅳ．＜参考資料＞金融仲介機能のベンチマーク実績一覧 
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【共通ベンチマーク】

１．取引先企業の経営改善や成長力の強化

  (単位：先、億円） 28/3 29/3 増減

 メイン取引先数 10,252 10,034 ▲ 218

 メイン取引先の融資残高 11,108 11,439 331

 経営指標等が改善した先数 5,159 5,144 ▲ 15

　（単位：億円） 27/3 28/3 29/3

 経営指標等が改善した先に係
 る３年間の事業年度末の融資
 残高の推移

5,652 6,020 6,323

２．取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上

条変総数 好調先 順調先 不調先 条変総数 好調先 順調先 不調先 条変総数 好調先 順調先 不調先

 中小企業の条件変更先に係る
 経営改善計画の進捗状況 1,622 129 630 863 1,493 132 702 659 ▲ 129 3 72 ▲ 204

（単位：先） 28/3 29/3 増減

 創業支援先数 110 140 30

 第二創業支援先数 N.A. N.A. N.A.

（単位：先、億円） 全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

 ライフステージ別の与信先数 19,143 937 2,695 8,162 466 1,873 19,546 1,035 2,941 8,391 521 1,690 403 98 246 229 55 ▲ 183

 ライフステージ別の与信先に
 係る事業年度末の融資残高 19,650 530 2,287 10,336 355 1,459 20,402 542 2,423 10,702 415 1,309 752 12 136 366 60 ▲ 150

３．担保・保証依存の融資姿勢からの転換

（単位：先、億円、％） 先数 融資残高 先数 融資残高 先数 融資残高

 事業性評価に基づく融資を
 行っている与信先数、及び
 融資残高

414 2,819 600 3,365 186 546

 上記計数の全与信先数、及び
 全与信先の融資残高に占める
 割合

2.2% 14.3% 3.1% 16.5% 0.9% 2.1%

1

 当行がメインバンクとし
 て取引を行っている企業
 のうち、経営指標（売上
 ・営業利益率）の改善や
 就業者数の増加が見られ
 た先数、及び同先に対す
 る融資残高の推移

2
 当行が貸付条件の変更を
 行っている中小企業の経
 営改善計画の進捗状況

　（単位：先）

28/3

増減

5

 当行が事業性評価に基づ
 く融資を行っている与信
 先数・融資残高、及び全
 与信先数・融資残高に占
 める割合

28/3 29/3 増減

29/3 増減

3
 当行が関与した創業、第
 二創業の支援件数

4
 ライフステージ別の与信
 先数、及び融資残高

28/3 29/3
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【選択・独自ベンチマーク】

１．中小企業向け貸出の増強（営業基盤の拡充）

（単位：先）

 全取引先数の推移

地元外 地元外 地元外

148 166 18

年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上

3,012 5,539 3,019 5,853 7 314

（単位：先）

 全メイン取引先数の推移

年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上

2,127 2,094 2,101 2,184 ▲ 26 90

（単位：％）

 全取引先数に占める割合

年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上

70.6% 37.8% 69.6% 37.3% ▲1.0% ▲0.5%

（単位：億円）

 全メイン取引先に対する
 融資残高増加額

年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上 年商1億円以上

▲ 32 144 20 228 52 84

（単位：先、億円、％）

地元中小与信
先数①

地元中小向け
融資残高②

無担保融資先
数③

無担保融資残
高④

③／① ④／②
地元中小与信

先数①
地元中小向け
融資残高②

無担保融資先
数③

無担保融資残
高④

③／① ④／②
地元中小与信

先数①
地元中小向け
融資残高②

無担保融資先
数③

無担保融資残
高④

③／① ④／②

 地元の中小企業融資における
 無担保融資先数、及び無担保
 融資残高の割合

18,645 11,255 11,641 3,549 62.4% 31.5% 19,023 11,638 12,054 3,731 63.4% 32.1% 378 383 413 182 1.0% 0.6%

  うち　和歌山 9,437 4,730 5,722 1,080 60.6% 22.8% 9,422 4,685 5,823 1,079 61.8% 23.0% ▲ 15 ▲ 45 101 ▲ 1 1.2% 0.2%

  うち　大阪 9,208 6,524 5,919 2,469 64.3% 37.8% 9,601 6,953 6,231 2,652 64.9% 38.1% 393 429 312 183 0.6% 0.3%

地元 地元

18,995 19,380 385

和歌山 大阪 東京 和歌山 大阪

地元

東京 和歌山 大阪 東京

9,536 9,459 148 9,520 9,860 166 ▲ 16 401 18

2
 メイン取引先数の推移、
 及び全取引先数に占める
 割合

28/3 29/3 増減

11,663 11,487

1
 全取引先数と地域の取引
 先数の推移

28/3 29/3 増減

19,143 19,546 403

 地域別取引先数の推移

▲ 176

 地域別メイン取引先数の推移

和歌山 大阪

28/3 29/3 増減

60.9% 58.8% ▲2.2%

東京

6,851 4,812 0 6,636 4,851 0 ▲ 215 39 0

東京 和歌山 大阪 東京 和歌山 大阪

和歌山 大阪 東京 和歌山 大阪 東京

 地域別取引先数に占める割合

和歌山 大阪 東京

▲2.1% ▲1.7% 0.0%

3
【独自】
 メイン取引先に対する融
 資残高の増加額

28/3 29/3 増減

165 325

71.8% 50.9% 0.0% 69.7% 49.2% 0.0%

160

 地域別メイン取引先に対する
 融資残高増加額

和歌山 大阪 東京

17 147 0 88 237 0 71 90 0

東京 和歌山 大阪 東京 和歌山 大阪

4

 地元の中小企業与信先の
 うち、無担保与信先数、
 及び無担保融資残高の割
 合

28/3 29/3 増減
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２．リレーションシップ・バンキングの展開

（単位：先、億円、％）

 リレバン提案先数、及び同先
 の全取引先数に占める割合

 リレバン提案先の融資残高、
 及び同先融資残高の全取引
 先の融資残高に占める割合

（単位:先）

 創業支援先数

   うち　和歌山

   うち　大阪

（単位:件）

 支援内容別（※）件数

 販路開拓支援を行った件数

（単位:先）

 Ｍ＆Ａ支援先数

（単位:先）

 事業承継支援先数

　（単位:先、％）

 事業再生支援先における合実
 計画策定先数、及び同計画策
 定先のうち未達成先の割合

（単位：件）

 中小企業に対する経営人材・
 経営サポート人材・専門人材
 の紹介数

（単位：人）

 地元企業に対する当行からの
 人的支援数（出向者数）

5
 リレバン提案先数・融資
 残高、及び全取引先数・
 融資残高に占める割合

28/3 29/3 増減

全取引先① リレバン提案先② ③

19,143 3,983 20.8% 19,546 4,183 21.4% 403

全取引先① リレバン提案先② ③＝②／① 全取引先① リレバン提案先② ③＝②／①

200 0.6%

19,650 6,098 31.0% 20,402 6,224 30.5% 752 126 ▲0.5%

6
 創業支援先数、及び支援
 内容別件数

28/3 29/3 増減

53 93 40

110 140 30

43 8 97 5 13

（※）支援内容別
 　　 ①創業計画の策定支援、②創業期の取引先への融資（プロパーと信用保証付き
　　　の区別）、③政府系金融機関や創業支援機関の紹介、④ベンチャー企業への助
　　　成金・融資・投資
（※）28/3期は算出不可のため省略。

29/3

支援① 支援②（プロパー） 支援②（信用保証付） 支援③ 支援④

57 47 ▲ 10

国内 海外

241 8 248 10 7 2
7

 販路開拓支援を行った件
 数

（単位:件）

28/3 29/3 増減

国内 海外 国内 海外

9  事業承継支援先数

28/3 29/3 増減

（※）28/3期、事業承継アンケート実施先209先を加えると、事業承継支援先数は655先となる。

8  Ｍ＆Ａ支援先数

28/3 29/3 増減

83 114 31

446 360 ▲ 86

10

 事業再生支援先における
 合実計画策定先数、及び
 同計画策定先のうち未達
 成先の割合

28/3 29/3 増減

実抜計画策定先数① 未達成先数② ②／① 実抜計画策定先数① 未達成先数② ②／① 実抜計画策定先数① 未達成先数② ②／①

140 21 15.0% 118 14 11.9% ▲ 22 ▲ 7 ▲3.1%

12

【独自】
 地元企業に対する当行か
 らの人的支援数（出向者
 数）

28/3 29/3 増減

9

11
 中小企業に対する経営人
 材・経営サポート人材・
 専門人材の紹介数

28/3 29/3 増減

644 742 98

13 4
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（単位：先）

 ＲＥＶＩＣ、中小企業再生支
 援協議会の利用先数

（単位：先）

 取引先の本業支援に関連する
 中小企業支援策の活用を支援
 した先数（公的支援先を活用
 した先数）

３．本業支援に関する行員のレベルアップ

（単位：回、人）

 取引先の本業支援に関連する
 研修等の実施回数、及び同研
 修等への参加者数

（注１）先数については、共通ベンチマーク№1のみグループベースで算出、その他の項目の先数は単体ベースで算出。

（注２）五条支店（奈良）は和歌山エリア、高田支店（奈良）は大阪エリアとして算出。

13
 ＲＥＶＩＣ、中小企業再
 生支援協議会の利用先数

28/3 29/3 増減

ＲＥＶＩＣ 中小企業再生支援協議会 ＲＥＶＩＣ 中小企業再生支援協議会 ＲＥＶＩＣ 中小企業再生支援協議会

1 10 2 10 1 0

900 679 ▲ 221

支援先数 支援先数 支援先数

15

 取引先の本業支援に関連
 する研修等の実施回数、
 及び同研修等への参加者
 数

28/3 29/3 増減

研修実施回数 参加者数 研修実施回数 参加者数

14

 取引先の本業支援に関連
 する中小企業支援策の活
 用を支援した先数（公的
 支援策を活用した先数）

28/3 29/3 増減

研修実施回数 参加者数

58 485 43 911 ▲ 15 426


